
























































Cyclical Fluctuations and Structural Changes by Firm Size Observed in Business 
Surveys: An Analysis Based on TANKAN
























































雇 用 の 観 点 か ら 議 論 が 活 発 化 し て お り，










































































































































企業 20.40 0.35 0.43 0.49 0.55 0.56 0.54 0.45 0.29 0.12 -0.04 -0.17
大企




企業 0.82 -0.16 -0.08 0.00 0.15 0.28 0.41 0.51 0.55 0.44 0.30 0.17
大企
業 1.57 -0.27 -0.32 -0.37 -0.26 -0.16 -0.04 0.06 0.15 0.22 0.31 0.34
注 1：短観 DI は，季節性やトレンドを除いた回答に基づいているため，特にフィルタリング等による循環成分の抽
出は行っていない（つまり，原計数を使用した）。それに対し，雇用者数は，対数値からHPフィルターによって抽
出した循環成分を使用した。



































































期間は 1974 年第 2 四半期から 2013 年第 2 四半
期である（四半期データ）。これをみると，7 つ
の景気拡張局面のうち地方圏のほうが短かったの
は 2 回で，むしろ長かったのが 3 回（同じ長さが
2 回）である。後退局面も 7 回あったが，地方の
ほうが長かったのは 1 回のみである（短かったの



































規模 3 区分それぞれの製造業・非製造業の 2 区分
（＝計 6 セグメント）のいずれも前期に比べ悪化
した（図表 5）。大企業，中小企業とも製造業は









業だが，2018 年 12 月調査では大企業と中小企業















局面の始期 1977/1Q 80/1Q 85/2Q 91/1Q 97/2Q 00/2Q 08/1Q
都市圏支店分 7 6 7 9 12 8 19
地方圏支店分 5 8 8 10 11 8 19
（景気後退局面）
局面の始期 1977/4Q 83/1Q 86/4Q 93/4Q 99/1Q 02/1Q 09/1Q
都市圏支店分 5 14 9 19 7 5 10
地方圏支店分 5 13 6 14 8 5 9
注 1：都市圏は関東，中部，近畿，地方圏はそれ以外。各支店が発表した業況判断DI（全産業）
を，企業数によって加重平均。

















































































































































































































注 1：企業規模間格差は，大企業のDI から中小企業のDI をひいた値（図表 7，8も同様）。








































































































































































































































































































































































































時差相関，BB 法という 2 つの手法を用いて検
証し，総じて大企業と中小企業のマクロ的な変動
についての同時性を確認する結果を得た。特に，
景気の転換点に焦点を当てた BB 法においてもそ
れが成立していたということは，景気の局面判断
にいずれか片方のみを用いたとしても，大きく判
断は変わらないことを意味する。日銀短観では大
企業（特に製造業）の DI が注目されているが，
一定の妥当性を持っているといえよう。
しかしながら，それは同時に，中小企業部門を
さらにきめ細かく観察することの意義も示してい
る。また，景気判断だけではなく，時に構造変化
のエビデンスとも解釈される情報を我々に与えて
くれる可能性もみた。今後さらに日銀短観をはじ
めとする企業規模別のデータや手法を工夫して分
析を蓄積し，現実の経済に関するより豊かな情報
を抽出する努力を進める意義は大きいように思わ
れる。
註
1）実は，学術研究においても景気と企業規模の関係に関
する研究は多くない。経済学における経済変動の重要性
と現実の中小企業のプレゼンスの高さを併せ鑑みると，
Cravo（2011）が指摘するようにこれは驚くほど意外な
ことといえよう。
2）景気についての解説書は多数あるが，包括的なものと
して，例えば田原（1998），景気循環学会・金森編（2002）
がある。
3）もっとも，ヴィアネンが試みた検証において，得られ
たエビデンスはそれを裏付けるものにはならなかった。
4）時系列データを用いた近年の経済分析で常に問題とな
るのが，リーマンショック以降のデータを含めるか否か
という点であるが，今回は時系列データとしての定常性
が満たされ，公式な景気の山谷の判断が確定している点
等を鑑み，リーマンショック以前をサンプル期間とした。
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